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第１章 総論 

１ 計画策定の趣旨・計画期間 

⑴ 計画策定の趣旨 

本計画は、「第４期埼玉県教育振興基本計画」に基づき、本県の特別支援教育を総合的に推進するための計画です。特別支援教育の目標や施策

を定めた上で、障害のある子供と障害のない子供が共に過ごすための条件整備をはじめ、全ての子供たちがその意欲や能力に応じて力を発揮す

ることができるよう、発達障害を含む障害のある子供たちに必要な指導・支援を行うための基本的な考え方や主な取組を示すものです。令和４

年度から令和６年度における成果と課題を踏まえ、社会の変化や多様化するニーズに対応した特別支援教育の更なる推進を目指します。 

 

⑵ 計画期間 

令和７年度から令和９年度までの３年間です。 

 

２ 埼玉県特別支援教育推進計画（令和４年度～令和６年度）の検証 ～成果と課題～ 

⑴ 目標Ⅰ 連続性のある「多様な学びの場」の充実 

ア 指標① 通常の学級における個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作成率 

 公立の幼稚園、小・中学校の通常の学級、高等学校において、特別な教育的支援を必要とする子供が適切な支援を受けられるように、学校

は個別の教育支援計画と個別の指導計画の作成と活用に取り組んできました。 

 幼稚園における作成率は、目標値である１００％には達していませんが、計画策定時の令和３年度と比較して、令和５年度には個別の教育

支援計画が１８.２ポイント、個別の指導計画が７.７ポイント上昇しました。小学校では、目標値である９０.０％を上回り、個別の教育支援

計画と個別の指導計画の両方が９７.７％となっています。中学校でも、目標値である８０.０％を達成し、個別の教育支援計画が９３.０％、

個別の指導計画が９３.８％まで上昇しました。高等学校では、作成率が１００％となり、目標を達成しています。 

     これらの結果から、全体的に達成率が上昇したのは、各学校における校内支援体制が充実してきたためと考えられます。学校は「多様な学

びの場」において適切な支援を行い、学校間や関係機関で切れ目のない支援を実施できるよう、今後も取組を続けていく必要があります。 
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指標① 通常の学級における個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作成率（公立幼稚園） 
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指標① 通常の学級における個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作成率（公立小学校） 
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指標① 通常の学級における個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作成率（公立中学校） 
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指標① 通常の学級における個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作成率（公立高等学校） 
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イ 指標② 支援籍学習を支える学校支援ボランティア養成講座の年間受講者数 

     支援籍学習を実施するに当たり、学校支援ボランティアの存在は非常に重要です。各県立特別支援学校では、ボランティア養成講座を実施

し、ボランティア登録者の確保に努めてきました。 

     ボランティア養成講座の受講者数は、１年当たり平均で６０人程度増加し、令和３年度の１６９人から令和５年度には１２２人増えました。

通常の学級における支援籍学習の実施人数が毎年増加していることから、引き続きボランティア養成講座を実施し、ボランティア登録者の確

保に努める必要があります。 

 

 

指標② 支援籍学習を支える学校支援ボランティア養成講座の年間受講者数 
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ウ 指標③ 特別支援学校高等部で一般就労を希望する生徒の就職率 

     特別支援学校では、キャリア教育と職業教育の充実に取り組んできました。県立特別支援学校高等部で一般就労を希望する生徒の就職率は、

令和３年度の８３.５％から令和４年度には２.４ポイント上昇しましたが、令和５年度には０.５ポイント下降しました。 

 主な要因として、高等部卒業までの３年間において、進路希望を変更するケースや、企業側が求める水準と生徒の実態が合わないケースが

考えられます。今後は、就労支援アドバイザーの活用などにより、小・中学部の段階から就労支援を充実させるとともに、就労・実習先とな

る企業の開拓に重点的に取り組むことで、就職率の向上を目指していく必要があります。 

 

 
 

指標③ 特別支援学校高等部で一般就労を希望する生徒の就職率 
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⑵ 目標Ⅱ 特別支援教育を担う教職員の専門性向上 

ア 指標④ 特別支援学級における特別支援学校教諭免許状保有率 

 県教育委員会では、特別支援教育を担う教職員の専門性向上を目指して、免許法認定講習の実施などにより特別支援学校教諭免許状保有率

の向上に取り組んできました。特別支援学級の教員における免許状保有者数は年々増加しており、令和３年度の１,１０６人から７８人増え、

令和５年度には１,１８４人となっています。しかし、免許状保有率は３６.６％から３５.４％に下降しました。 

 認定講習の受講者数や免許状保有者数が増加している一方で、特別支援学級の設置が進んでいるため、免許状を持つ教員の配置が追いつい

ていないことが主な要因と考えられます。今後は、認定講習の受講枠の拡大などにより、免許状保有者数の更なる確保に取り組んでいく必要

があります。 

 

 

指標④ 特別支援学級における特別支援学校教諭免許状保有率 
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イ 指標⑤ 特別支援学校における特別支援学校教諭免許状保有率 

     特別支援学校の教員における特別支援学校教諭免許状保有者数は、令和３年度の３,１３９人から令和５年度には１５５人増加し、３,２９４人

となりました。免許状保有率は令和３年度から令和４年度にかけて０.７ポイント上昇しましたが、令和５年度には０．９ポイント下降しまし

た。 

 特別支援学級と同様に、免許状を保有する教員が増加している一方で、特別支援学校の在籍者数の増加に伴う学級数の増加に免許状保有者

の配置が追いついていないことが主な要因と考えられます。 

 また、本県では、公立小・中学校及び県立高等学校の新規採用教員の一部を県立特別支援学校に配置し、特別支援教育に関する経験を積ま

せる取組も影響しています。 

 今後も、免許状保有率の更なる向上を目指すとともに、研修の充実や計画的な人事交流を進め、各学校の管理職や特別支援教育コーディ

ネーターだけではなく、全ての教職員の特別支援教育に関する専門性の向上に取り組む必要があります。 

 

 
指標⑤ 特別支援学校における特別支援学校教諭免許状保有率 
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⑶ 目標Ⅲ 教育環境の整備 

ア 指標⑥ 特別支援学校の整備 

     喫緊の課題である県立知的障害特別支援学校の過密状況を改善するため、新設校や高校内分校の設置、校舎の増築などを進めてきました。 

     令和５年度には、岩槻はるかぜ特別支援学校と川口特別支援学校鳩ケ谷分校ほか２校の高校内分校を開校しました。また、川越特別支援学

校と三郷特別支援学校の校舎を増築しました。 

 令和６年度には、三郷特別支援学校三郷北分校ほか２校の高校内分校を開校しました。現在、令和８年度及び令和１０年度の供用開始を目

指し、川口特別支援学校の増築工事に着手しています。 

 今後も埼玉県５か年計画における県南ゾーンを中心に県立知的障害特別支援学校の在籍者数の増加が見込まれるため、更なる教育環境の整

備が必要です。 

 また、学校施設のバリアフリー化の推進や、特別支援教育支援員の配置など、特別な教育的支援を必要とする全ての児童生徒のための教育

環境の整備に引き続き取り組んでいく必要があります。 

 

 

 

指標⑥ 特別支援学校の整備 
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⑷ 目標Ⅳ 関係機関の連携強化による切れ目ない支援の充実 

ア 指標⑦ 福祉関係機関と連携した連絡会議の実施率 

 特別な教育的支援を必要とする子供は、学校と複数の福祉関係機関が支援に関わっていることが多いため、双方の関係構築を推進し、就学

前から学校卒業後まで切れ目なく支援する体制を整備する必要があります。このため、市町村の福祉部局主催のケース会議の実施などについ

て働き掛けてきました。その結果、計画策定時の最新値である令和元年度の４８．４％から令和５年度には５４．８％となり、６．４ポイン

ト上昇しました。 

 学校の内外で切れ目ない支援を行うためには、関係機関との連携は極めて重要です。今後も、更に取組を強化していく必要があります。 

 

 

 

指標⑦ 福祉関係機関と連携した連絡会議の実施率 
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イ 指標⑧ 個別の教育支援計画を用いた就労関係機関への引継ぎを行っている割合 

 就労関係機関でも切れ目のない支援を行うため、障害特性や配慮事項が詳細に記された個別の教育支援計画を活用した引継ぎの実施につい

て、各県立特別支援学校に働き掛けを行ってきました。しかし、令和３年度の７３．３％から令和５年度には６７．７％となり、５．６ポイ

ント下降しました。 

 主な要因として、各学校で進路指導の記録などが記された「実習個人票」などを用いた引継ぎが行われていることが考えられます。 

 生徒の実態や学校で実施してきた合理的配慮などを確実に引き継ぐため、個別の教育支援計画は重要な役割を担っています。そのため、個

別の教育支援計画を用いた引継ぎの重要性や記述方法について、引き続き各学校に働き掛けていく必要があります。 

 

 

 

指標⑧ 個別の教育支援計画を用いた就労関係機関への引継ぎを行っている割合 
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３ 特別支援教育を取り巻く社会の動向 

近年、共生社会の形成を目指し、障害者の権利に関する条約に基づくインクルーシブ教育システムの理念が重視されています。国においては、

学校教育法施行令や施行規則の改正、各種関連施策の充実などが図られてきました。 

こうした中、文部科学省においては、令和３年６月に、障害のある子供一人一人の教育的ニーズを踏まえた適切な教育の提供や、就学後を含む

一貫した教育支援の充実が図られるよう、また、障害のある子供の教育支援に携わる全ての関係者の指針となるよう、従来の「教育支援資料」の

名称を「障害のある子供の教育支援の手引～子供たち一人一人の教育的ニーズを踏まえた学びの充実に向けて～」に変更し、内容の改訂を行いま

した。 

さらに、令和４年３月には、特別支援教育を担う教師の専門性の向上のため、養成・採用・研修等について、教育委員会、学校、大学等の関係

者が取り組むべき方向性を示した「特別支援教育を担う教師の養成の在り方等に関する検討会議報告」を取りまとめました。 

そして、令和５年３月に取りまとめた「通常の学級に在籍する障害のある児童生徒への支援の在り方に関する検討会議」報告では、よりインク

ルーシブな社会の実現に向けて関連施策等の一層の充実を図ることを求めています。 

また、令和４年の障害者権利委員会対日審査における総括所見に対しては、令和５年３月の文部科学省初等中等教育局長通知「通常の学級に在

籍する障害のある児童生徒への支援に係る方策について」において、障害者権利委員会における勧告の趣旨等を踏まえ、障害のある児童生徒と障

害のない児童生徒が可能な限り共に学ぶための条件整備をはじめ、障害のある児童生徒一人一人の教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供で

きるよう、連続性のある「多様な学びの場」の整備を着実に進めていくとしています。 

本県では、令和４年３月に、埼玉県特別支援教育推進計画（令和４年度～令和６年度）を策定し、個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作

成・活用の促進、特別支援学校教諭免許状の取得促進による教員の専門性向上、新設校や高校内分校の設置などによる教育環境の整備、医療的ケ

ア実施体制の充実などの取組を進め、特別な教育的支援を必要とする子供の学びの場の整備を進めてきました。 

また、令和６年７月には、第４期埼玉県教育振興基本計画を策定し、施策「障害のある子供への支援・指導の充実」で、共生社会の実現に向け

て、障害のある子供と障害のない子供が可能な限り共に過ごすための条件整備をはじめ、一人一人のニーズに応じた連続性のある「多様な学びの

場」の充実を図ることなどを方向性として掲げ、インクルーシブ教育システムの構築の視点に立った特別支援教育の推進などに取り組むこととし

ています。 
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４ 本県における特別支援教育の現状と課題 

⑴ 連続性のある「多様な学びの場」の充実 

令和４年の国の調査結果と同様に、本県でも通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒は増加傾向にあると考えられます。

また、通級による指導を受ける児童生徒や特別支援学級に在籍する児童生徒も増加しています。これらの児童生徒に対して、適切な指導・支援

を提供するためには、学校全体で取り組む校内支援体制の充実が不可欠です。各学校において校内委員会の設置が進んでいる一方で、校内委員

会が効果的に活用されているか、その機能を検証していく必要があります。また、校内委員会を充実させるためには、特別支援教育コーディ

ネーターがその役割に専念できるような条件整備も必要です。 

児童生徒の教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供するためには、連続性のある「多様な学びの場」を整備・充実することが重要です。

本県では、支援籍学習や高校内分校における取組などを通じて、障害のある子供と障害のない子供が共に学ぶための条件整備を進めてきました。

しかし、通常学級支援籍については、実施人数が年々増加し、取組が定着している一方で、年間の実施回数が一人当たり平均２～３回程度にと

どまっている現状や担任の付き添いに係る課題もあります。そのため、支援籍学習については、現状として十分な学習ができているか、目標が

達成できているかなどを含め、これまでの成果と課題をまとめ、更なる発展に向けた検討が必要です。また、「多様な学びの場」の連続性を確保

するためにも、支援籍学習の活用方法について検討する必要があります。 

特別な教育的支援を必要とする子供に対し、適切な支援を行うために重要な個別の教育支援計画や個別の指導計画は、特別支援学校や特別支

援学級では必ず作成されており、幼稚園、小・中学校等の通常の学級及び高等学校でも作成に取り組んでいます。学校や学級担任などが変わっ

ても、合理的配慮を含む必要な支援の内容を切れ目なく確実に引き継ぐため、作成及び活用を更に推進する必要があります。 

また、合理的配慮の提供については、特別な教育的支援を必要とする児童生徒が卒業後に困らないよう、小・中学校の段階から自己理解を深

め、合理的配慮を求める力を身に付けることが必要です。 
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通級による指導・特別支援学級・特別支援学校の児童生徒数の推移 

 

 

（単位：人） 

※通常学級に在籍する者は含まない。 
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通級による指導・特別支援学級・特別支援学校の児童生徒の在籍割合 
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⑵ 特別支援教育を担う教職員の専門性向上 

特別支援教育に関する理解や認識が高まる一方で、通級による指導や特別支援学級の担当教員の専門性向上は喫緊の課題の一つとなっていま

す。特に、特別支援学級における特別支援学校教諭免許状保有率が低い状況であり、免許状保有者の配置と専門性の向上を図る必要があります。

そのため、免許法認定講習や研修の充実、計画的な人事交流などを進めることで、全ての教職員の特別支援教育に関する専門性の向上に取り組

む必要があります。 

校内の特別支援教育の推進において中心的な役割を担っている特別支援教育コーディネーターは、各学校で指名が進んでいるものの、専任  

の割合が低いという現状があります。特に、小・中学校及び高等学校等では、専任の割合が２割を下回る状況であり、その役割に専念できてい

ない可能性が考えられます。特別支援教育コーディネーターがその役割に専念できる体制整備を進める必要があります。 

 

⑶ 教育環境の整備 

県立知的障害特別支援学校の過密状況を改善するため、新設校や高校内分校の設置、校舎の増築を進めています。しかし、埼玉県５か年計画

における県南ゾーンを中心に在籍者数の増加が見込まれるため、更なる教育環境の整備が必要です。 

また、学校施設のバリアフリー化の推進や、特別支援教育支援員及び生活介助支援員の配置など、特別な教育的支援を必要とする全ての児童

生徒のための教育環境の整備に引き続き取り組んでいく必要があります。 

   ア 県立特別支援学校の児童生徒数の推移について 

県立特別支援学校の児童生徒数は、平成２７年度から令和６年度にかけて１，８４０人増加し、令和６年度には８，７３５人となっていま

す。障害種別では、視覚、聴覚、病弱、肢体不自由特別支援学校の児童生徒数は、一定の範囲内で推移、又は緩やかに減少しています。  

一方で、知的障害特別支援学校の児童生徒数は平成２７年度から令和６年度にかけて１，９８６人増加しています。〈グラフ１〉 

なお、各知的障害特別支援学校における児童生徒数の推移は、〈表１〉のとおりです。 
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(人) 

 

〈グラフ１〉県立特別支援学校の児童生徒数の推移 
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№ 学校名 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

1 川越特別支援学校 191 204 232 230 234 239 258 268 284 281

2 川越たかしな分校 48 48 47 47 48 46 45 47 42 40

3 川口特別支援学校 254 260 261 268 280 309 262 300 335 375

4 鳩ケ谷分校 - - - - - - - - 16 32

5 和光南特別支援学校 271 288 301 315 311 314 278 286 309 333

6 行田特別支援学校 190 193 209 226 230 232 245 244 232 236

7 春日部特別支援学校 287 305 329 345 351 349 338 344 254 266

8 宮代分校 - - - - - - - 16 32 46

9 秩父特別支援学校 105 99 98 98 100 106 108 121 108 109

10 所沢特別支援学校 172 122 127 134 131 153 158 174 192 200

11 三郷特別支援学校 179 200 206 220 237 268 296 304 322 335

12 三郷北分校 - - - - - - - - - 16

13 本庄特別支援学校 188 189 192 196 202 194 201 199 203 190

14 上尾特別支援学校 172 172 178 174 179 183 181 184 194 187

15 上尾南分校 - - - - - - - 13 29 44

16 東松山特別支援学校 126 128 123 144 141 145 145 151 168 185

17 狭山特別支援学校 178 123 141 149 150 152 156 171 178 190

18 狭山清陵分校 - - - - - - - - 12 25

19 浦和特別支援学校 224 238 241 242 252 260 225 244 255 272

20 久喜特別支援学校 203 195 188 188 189 188 187 196 222 229

21 白岡分校 - - - - - - - - 16 32
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（人） 

〈表１〉学校別児童生徒数の推移（知的障害特別支援学校） 

№ 学校名 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

22 大宮北特別支援学校 240 254 268 272 281 301 318 322 313 315

23 さいたま西分校 46 48 48 47 47 46 48 47 47 44

24 越谷西特別支援学校 227 211 236 232 246 262 277 271 293 293

25 松伏分校 - - - - - - 16 32 48 48

26 騎西特別支援学校 206 203 190 181 196 202 220 220 221 230

27 北本分校 - - - - - - - 16 32 48

28 毛呂山特別支援学校 144 133 142 152 155 160 165 159 174 182

29 さいたま桜高等学園 229 232 229 231 233 236 237 231 213 213

30 羽生ふじ高等学園 118 117 116 117 119 118 120 119 111 102

31 上尾かしの木特別支援学校 319 322 356 355 351 360 380 418 358 390

32 大宮商業分校 - - - - - - - - - 16

33 所沢おおぞら特別支援学校 306 260 249 263 266 265 274 290 306 305

34 新座柳瀬分校 - - - - - - - - - 16

35 深谷はばたき特別支援学校 271 271 269 281 282 278 284 281 261 258

36 草加かがやき特別支援学校 343 360 366 400 407 393 324 326 345 354

37 草加分校 47 47 47 48 46 47 46 45 44 44

38
入間わかくさ高等特別支援学校
（普通科）

- 185 182 171 170 167 174 179 193 182

39
入間わかくさ高等特別支援学校
（職業学科） - 57 116 170 170 159 165 168 173 160

40 戸田かけはし高等特別支援学校 - - - - - - 233 260 258 239

41 岩槻はるかぜ特別支援学校 - - - - - - - - 200 208

合計 5,284 5,464 5,687 5,896 6,004 6,132 6,364 6,646 6,993 7,270
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県立知的障害特別支援学校における学部別の児童生徒数は、いずれの学部も増加していますが、近年では小学部の増加が顕著となっていま

す。〈表２〉 

（人） 

〈表２〉学部別児童生徒数の推移（知的障害特別支援学校） 

  

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

小学部 1,460 1,590 1,680 1,809 1,926 2,052 2,201 2,355 2,592 2,683

中学部 1,025 1,025 1,075 1,113 1,155 1,194 1,237 1,309 1,352 1,474

高等部 2,799 2,849 2,932 2,974 2,923 2,886 2,926 2,982 3,049 3,113

合計 5,284 5,464 5,687 5,896 6,004 6,132 6,364 6,646 6,993 7,270
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   イ 県立知的障害特別支援学校の児童生徒数の推計について 

令和６年度に行った推計では、県立知的障害特別支援学校の児童生徒数は令和１４年度まで増加する見込みとなっています。このため、今

後も引き続き、児童生徒数の推移を見極めながら、特別支援学校の過密解消に向けた更なる取組が必要です。〈グラフ２〉 

 

（人） 

〈グラフ２〉県立知的障害特別支援学校児童生徒数の推計 

 

〈推計方法〉 

① 市町村立小学校１年生に対する特別支援学校小学部１年生の割合と、小学校１年生の将来推計（義務教育人口推計）を用いて、特別支援

学校小学部１年生の児童生徒数の推計値を算出する。 

② 小・中学校及び高等学校等から特別支援学校へ転入する児童生徒数を過去５年間の進級・進学時の増加率を用いて高等部段階まで算出す

る。 

③ ①を年次進行させつつ、②を加算し、児童生徒数を算出する。 
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⑷ 関係機関の連携強化による切れ目ない支援の充実 

学校と関係機関が連携し、就学前から学校卒業後まで切れ目ない支援体制を整備するためには、福祉関係機関との連絡会議や就労関係機関へ

の丁寧な引継ぎ及び医療関係機関との連携が必要です。そのため、学校と関係機関によるケース会議の実施や個別の教育支援計画の活用が引き

続き重要となります。 

また、医療的ケアを必要とする子供が増加していることから、各学校等における医療的ケアの実施体制を更に充実させるとともに、保護者の

負担軽減を図っていく必要があります。 
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５ 埼玉県特別支援教育推進計画（令和７年度～令和９年度）で目指すべき方向性 

令和４年度から令和６年度までの取組により、個別の教育支援計画及び個別の指導計画の作成率向上による校内支援体制の充実、新設校や高校

内分校の設置及び校舎の増築による教育環境の整備など、各施策において一定の成果がありました。 

一方、特別支援教育を取り巻く社会の動向や本県における特別支援教育の現状と課題を踏まえ、引き続き障害のある子供と障害のない子供が共

に学ぶことを追求するとともに、通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校といった連続性のある「多様な学びの場」における

教育の質を向上させる必要があります。 

また、特別支援教育に携わる全ての教職員の専門性の向上やそれを支えるための校内支援体制の充実、関係機関との連携の強化がますます重要

です。 

さらに、喫緊の課題である県立知的障害特別支援学校の過密対策やそれぞれの学びの場における適切な人的配置などの教育環境の整備にも引き

続き取り組んでいく必要があります。 

こうしたことから、これまで達成を目指してきた４つの目標を継続し、これまでの取組を更に推進することで、誰一人取り残されず多様な個人

それぞれが幸せや生きがいを感じる共生社会の実現に向けた特別支援教育の推進を目指します。 
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埼玉県特別支援教育推進計画（令和７年度～令和９年度）の施策体系 
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第２章 施策の展開 

１ 目標Ⅰ 連続性のある「多様な学びの場」の充実 

   特別な教育的支援を必要とする子供が、一人一人の障害の状態や発達段階に応じた指導・支援を受けられるようにするため、連続性のある「多

様な学びの場」の一層の充実が求められています。そのため、校内委員会の設置や特別支援教育コーディネーターの指名及び学校内外の専門家や

専門機関との連携などによる支援体制の更なる充実を目指します。 

   加えて、特別支援教育コーディネーターが担っている役割に鑑み、各学校の特別支援教育コーディネーターの負担軽減も含め、校内支援体制の

充実を図るための教職員定数の改善について、国へ要望します。 

   また、児童生徒の実態に応じた教育課程の編成や教科等横断的な学習を推進するとともに、合理的配慮の提供やユニバーサルデザインの視点を

取り入れた授業づくり及び「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善を推進します。 

   さらに、障害のある子供と障害のない子供が共に学ぶことを追求するため、共生社会の形成に向けた支援籍学習や交流及び共同学習の更なる充

実に取り組み、インクルーシブ教育システムの構築に向けた特別支援教育の推進に努めます。 

 

⑴ 施策１ 就学前における早期からの相談・支援の充実 

ア 園内における支援体制の充実 

     公立幼稚園において適切な支援を継続的に行うため、園内委員会の設置や特別支援教育コーディネーターの指名及び特別支援学校のセン

ター的機能の活用など、園内体制の整備や関係機関との連携を充実させるよう働き掛けます。 

 

イ 個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成・活用（施策２・３・１３にも一部記載） 

     特別な教育的支援が必要な幼児やその保護者が、適切な支援を地域で切れ目なく受けることができるよう、個別の教育支援計画や個別の指

導計画の作成・活用について、市町村教育委員会に働き掛けます。 

 

ウ 幼保から小学校へ支援をつなぐ特別支援教育研修への講師派遣の協力 

 幼保から小学校へ支援をつなぐ特別支援教育研修への講師派遣の協力とともに、幼児教育の観点から特別支援教育を充実させるため、担任

や特別支援教育コーディネーター、特別支援教育支援員の資質向上のための研修機会を充実させます。 

 

エ 乳幼児健診や就学時健診、５歳児健診を活用した支援の充実 

 乳幼児健診や就学時健診、５歳児健診を活用し、早期から障害のある子供の状況を把握し、就学前からきめ細かい支援を充実させるよう市

町村教育委員会に働き掛けます。 
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オ 地域で切れ目ない支援を行うためのサポート手帳の活用推進 

 きめ細かい就学相談や教育相談を行うため、市町村教育委員会に対して、各市町村の福祉担当窓口などで配布しているサポート手帳の活用

を働き掛けます。 

 

カ 関係機関と連携した適切な教育相談の実施 

 本人や保護者が正確な情報を基に、適切な就学先を希望することができるよう、小学校及び特別支援学校双方で受けられる教育内容や支援

体制、合理的配慮の提供、卒業までの子供の成長の見通しなどの情報提供について、市町村教育委員会や特別支援学校に働き掛けます。 

 

⑵ 施策２ 公立小・中学校等における学びの場の充実 

ア 校内支援体制の充実と特別支援教育コーディネーターの負担軽減（施策３にも記載） 

校長のリーダーシップの下、特別支援教育コーディネーターや通級による指導の担当教員を中心に校内支援体制の更なる充実を図ります。

また、校内支援体制を充実させるために、教職員定数の改善について、国へ要望します。 

 

イ 担任と特別支援教育コーディネーター等との連携強化 

 特別な教育的支援を必要とする児童生徒が通常の学級に在籍することなどを踏まえ、障害の特性に応じた支援の充実を図ります。具体的に

は、各学級において、担任と特別支援教育コーディネーターを中心に、特別支援教育支援員や専門家との連携を強化するよう市町村教育委員

会に働き掛けます。 

 

ウ 個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成・活用（施策１・３・１３にも一部記載） 

     特別な教育的支援が必要な児童生徒やその保護者が、適切な支援を地域で切れ目なく受けられるようにするため、個別の教育支援計画や個

別の指導計画の作成・活用を推進し、「多様な学びの場」の連続性を確保するよう、市町村教育委員会に働き掛けます。 

 

エ 教育相談体制の整備・充実（施策３にも一部記載） 

 不登校やいじめなどの課題に対応するため、心理や福祉の専門家であるスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの配置、中学

校相談員を配置する市町村教育委員会へ助成を行い、教育相談体制を整備・充実させるよう働き掛けます。不登校対策を進めるに当たっては、

特別支援学校のセンター的機能を活用し、特別支援教育の視点を取り入れた支援の在り方を検討します。 

また、中学校における特別支援学級の生徒や通常の学級に在籍する発達障害のある生徒が、高等学校などへの進学を含め、様々な進路先を

検討できるよう、校内相談体制の充実について市町村教育委員会に働き掛けます。 
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オ ユニバーサルデザインの視点を取り入れた学級経営や授業づくりの充実 

 県が策定した「校長及び教員としての資質向上に関する指標」に、ユニバーサルデザインの視点や合理的配慮の提供などに関する内容を位

置付け、教員の専門性の向上を図ることで、児童生徒の多様なニーズに対応するための学級経営や授業づくりの充実を図ります。 

 

カ 一人一人の障害の状態や特性に応じたＩＣＴを活用した指導の充実（施策３・４にも一部記載） 

     障害の状態や特性に応じたＩＣＴの活用等により、児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じた適切な指導の充実を図ります。また、市町村

教育委員会による遠隔技術を活用した専門的な指導を行う取組などの好事例の収集・周知を行います。 

 

キ 学習指導要領を踏まえた個に応じた指導の充実 

     通級による指導の実施に当たっては、学習指導要領を踏まえ、児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じた適切な内容となるよう市町村教育

委員会に働き掛け、指導内容の充実を図ります。また、在籍する公立小・中学校等でも専門性の高い通級による指導を受けられるよう、通級

による指導の担当教員が当該児童生徒の在籍する公立小・中学校等を巡回して行う指導を更に推進します。さらに、特別支援学級に在籍する

児童生徒が一人一人の教育的ニーズに応じた適切な支援を受けることができるよう、教員の専門性の向上について市町村教育委員会に働き掛

けます。 

 

ク 共生社会の形成に向けた支援籍学習や交流及び共同学習の推進（施策３・４・１３にも一部記載） 

     特別支援学級の児童生徒が、在籍する学校の通常の学級の一員としても活動する交流及び共同学習を実施するよう、市町村教育委員会へ働

き掛けます。 

また、支援籍学習や交流及び共同学習の実施回数の確保や学習内容の質の向上などの課題解決のための研究を進めます。研究成果の周知を

通して、インクルーシブ教育システムの構築に向けた特別支援教育の推進に努めます。教科学習について、児童生徒の障害の状態等を踏まえ、

共同で実施することが可能なものは、年間指導計画等に位置付けて計画的に実施するよう市町村教育委員会に働き掛けます。 

 

ケ 病気療養中の児童生徒に対するオンデマンド型授業の活用に向けた検討（施策３・４にも一部記載） 

     入院等により、通学して教育を受けることが困難な児童生徒に対して、オンデマンド型授業を含めたインターネット等のメディアを利用し

た教育の機会の充実を図ります。その際、病弱特別支援学校や隣接する医療機関との連携を深めます。 

 

コ 合理的配慮を求める力を育成する指導の充実（施策３にも一部記載） 

 特別な教育的支援を必要とする児童生徒が、小・中学校等の段階から自己理解を深め、合理的配慮を求める力を身に付けられるようにする

ため、そうした児童生徒が自らのニーズを理解し、適切に対処できる力を育成する指導の充実を図ります。 
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⑶ 施策３ 県立高等学校における学びの場の充実 

ア 校内支援体制の充実と特別支援教育コーディネーターの負担軽減（施策２にも記載） 

校長のリーダーシップの下、特別支援教育コーディネーターや通級による指導の担当教員を中心に校内支援体制の更なる充実を図ります。

また、校内支援体制を充実させるために、教職員定数の改善について国へ要望します。 

 

イ 個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成・活用（施策１・２・１３にも一部記載） 

     個々の生徒に必要な支援が校内で切れ目なく行われ、「多様な学びの場」における連続性の確保につながるよう、生徒や保護者の意向にも配

慮し、個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成・活用を推進します。 

 

ウ 中学校との情報共有による支援体制の充実（施策１３にも記載） 

 小・中学校等において、特別支援教育を受けてきた児童生徒の指導や合理的配慮の状況などを、高等学校へ確実に引継ぎを行うことにより、

支援体制の充実を図ります。 

 

エ 一人一人の障害の状態や特性に応じたＩＣＴを活用した指導の充実（施策２・４にも一部記載） 

 障害の状態や特性に応じたＩＣＴの活用などにより、生徒一人一人の教育的ニーズに応じた適切な指導の充実を図ります。 

 

オ 共生社会の形成に向けた交流及び共同学習の推進（施策２・４・１３にも一部記載） 

交流及び共同学習を実施することで、障害のある生徒と障害のない生徒が、相互に理解を深め、支え合うための心のバリアフリーを推進し

ます。 

また、特別支援学校高校内分校と分校が設置されている高等学校の更なる連携強化やそのための仕組みづくりが求められていることから、

交流及び共同学習の充実に向けた研究を進めます。 

 

カ 通級による指導に関する指導体制の充実 

 通級による指導の実施においては、障害による学習上又は生活上の困難の改善・克服に向け、課題の解決や自己理解を促すなど、生徒一人

一人の卒業後を見据えた適切な指導や必要な支援を実施していくために指導体制の一層の充実を図ります。また、生徒がどの学校に通っても

必要に応じて通級による指導を受けられる教育環境の整備を目指し、通級による指導を実施する学校数の拡大を検討します。 

 

キ 病気療養中の児童生徒に対するオンデマンド型授業の活用に向けた検討（施策２・４にも一部記載） 

病気療養によって生じる学習の空白を軽減し、学習を支援するオンデマンド型授業の活用に向けた検討を行います。 
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ク 教育相談体制の充実（施策２にも一部記載） 

不登校やいじめなどの課題に対応するため、心理や福祉の専門家であるスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーを活用するな

どして教育相談体制の充実を図ります。不登校対策を進めるに当たっては、特別支援学校のセンター的機能を活用し、特別支援教育の視点を

取り入れた支援の在り方を検討します。 

また、特別な教育的支援を必要とする生徒の様々な進路選択や相談への適切な対応、相談窓口の確保など進路希望に対応できる体制の充実

を図ります。 

 

ケ 合理的配慮の提供と合理的配慮を求める力を育成する指導の充実（施策２にも一部記載） 

 ユニバーサルデザインを取り入れた授業づくりや合理的配慮の提供を推進します。特別な教育的支援を必要とする生徒が、卒業後に困らな

いよう、自己理解を深め、合理的配慮を求める力を身に付けられるようにするため、そうした生徒が自らのニーズを理解し、適切に対処でき

る力を育成する指導の充実を図ります。 

 

⑷ 施策４ 県立特別支援学校における学びの場の充実 

ア 「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授業改善の推進 

子供の「知識、技能」「思考力、判断力、表現力等」「主体的に学習に取り組む態度」を育成するため、各学校における「主体的・対話的で

深い学び」の実現に向けた授業改善を推進し、県立特別支援学校における専門性の高い教育活動の充実を図ります。 

 

イ 一人一人の障害の状態や発達段階に応じた指導・支援の充実 

     子供の障害の状態を踏まえ、自立と社会参加に向けて必要となる言語能力、情報活用能力及び問題発見・解決能力などの資質・能力を、そ

れぞれの教科等の役割を明確にしながら教科等横断的な視点で育んでいく教育課程の編成を推進します。自立活動においても、子供の強みを

生かして、主体的に学習に取り組み、自己選択・自己決定をしたり、自立活動の学習の意味を将来の自立や社会参加に結び付けたりしながら

学習するなど、指導内容の工夫を図ります。 

 

ウ 一人一人の障害の状態や特性に応じたＩＣＴを活用した指導の充実（施策２・３にも一部記載） 

     学習の基盤となる資質・能力としての情報活用能力を育成するため、ＩＣＴを活用した学習活動の充実を図ります。また、県立特別支援学

校におけるＩＣＴの活用について、プロジェクトチームを組織し、各学校におけるＩＣＴ活用事例の収集や研究等を行い、一人一人の障害の

状態や特性に応じた指導の充実を図ります。 
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エ 学校内外の専門家や専門機関と連携した校内の支援体制の充実 

     子供の多様な教育的ニーズに対応するために、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーなどの学校内外の専門家や専門機関と

連携した校内支援体制の充実を図ります。 

 

オ 社会人特別非常勤講師を活用した指導の充実 

     専門的な知見を活用するため、臨床心理士、作業療法士、理学療法士、言語聴覚士等の専門家を社会人特別非常勤講師として採用し、県立

特別支援学校の教育活動の充実を図ります。 

 

カ 自立と社会参加を目指したキャリア教育・職業教育の推進 

     卒業後を見据えながら、学校で学ぶことと社会生活との接続を意識し、一人一人の社会的・職業的自立に向けて必要となる資質・能力を育

むため、社会生活の基盤となる力を育成するとともに、各学校の実践事例の収集・周知や企業との連携を強化するなど、自立と社会参加を目

指したキャリア教育・職業教育の充実を図ります。 

 

キ 新たな職域・働き方を見据えた資質・能力の育成を目指す指導計画や実習計画の開発 

     従来の事業所に通勤・通所する形態のみならず、在宅による労働形態も視野に入れ、ＩＣＴを活用した新たな職域・働き方を見据えた資質・

能力の育成を目指す指導計画や実習計画を開発し、各学校で実施できる指導方法の検討を更に進めます。 

 

ク 共生社会の形成に向けた支援籍学習や交流及び共同学習の推進（施策２・３・１３にも一部記載） 

 特別支援学校に在籍する児童生徒は、居住する地域から離れた学校に通学していることにより、居住する地域とのつながりを持ちにくい場

合があることを踏まえ、居住する地域の学校の児童生徒の心のバリアフリーを育む支援籍学習や居住地域における交流及び共同学習を推進し

ます。また、「多様な学びの場」の連続性を確保するための、支援籍学習の活用方法についても検討します。 

さらに、特別支援学校高校内分校と分校が設置されている高等学校の更なる連携強化やそのための仕組みづくりが求められていることから、

交流及び共同学習の充実に向けた研究を進めます。 

インクルーシブ教育システムの構築に向けた特別支援教育の推進につながるよう、これらの取組の一層の充実を図ります。 

 

ケ 特別支援教育コーディネーター等の人材育成 

 研修を通して、特別支援学校におけるセンター的機能の充実に資する特別支援教育コーディネーター等の専門的な支援を行える人材の育成

に努めます。また、特別支援学校のセンター的機能の充実を図るため、複数名の加配措置について国へ要望します。 
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コ 病気療養中の児童生徒に対するオンデマンド型授業の活用に向けた検討（施策２・３にも一部記載） 

     入院等により、通学して教育を受けることが困難な児童生徒に対して、オンデマンド型授業を含めたインターネット等のメディアを利用し

た教育の機会の充実を図ります。その際、病弱特別支援学校においては隣接する医療機関や公立小・中学校等との連携を深めます。 
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２ 目標Ⅱ 特別支援教育を担う教職員の専門性向上 

   特別な教育的支援を必要とする全ての子供に対し適切な指導を行うため、通常の学級を含めた特別支援教育を担う全ての教職員の専門性につい

て一層の向上を図ります。そのため、研修の充実はもとより、管理職や特別支援教育コーディネーターを中心とした学校全体での専門性のある指

導体制の整備を推進するとともに、特別支援教育推進専門員による巡回支援や高等学校拠点校巡回支援など、外部専門家による支援を活用します。

さらに、特別支援教育の経験の少ない教員の専門性向上のため、新規採用教員などへの研修や、校内におけるフォローアップ体制の整備を推進し

ます。 

 

⑴ 施策５ 全ての教職員に求められる特別支援教育に関する専門性の向上 

ア 体系的な研修の充実（施策６にも一部記載） 

 県立総合教育センターを中心とした、年次研修や特定研修、学校からの要請に応じた研修などニーズに応じた体系的な研修を実施し、全て

の教職員の特別支援教育に関する専門性の向上を図ります。 

 

イ 管理職の特別支援教育に関する専門性の向上 

校長のリーダーシップにより校内の特別支援教育を推進する観点から、管理職を対象とした研修機会や研修内容を充実させ、専門性の向上

を図ります。また、県立高等学校と県立特別支援学校の管理職の人事交流を一層推進します。 

 

ウ 特別支援教育コーディネーター等を対象とした研修の一層の充実（施策７にも一部記載） 

     各学校における校内支援体制を推進するため、市町村教育委員会や県立高等学校長の推薦により、初めて特別支援教育コーディネーターに

指名された教員や今後指名が見込まれる教員を対象とした研修を充実させます。 

 

エ 国立特別支援教育総合研究所と連携して開発した研修パッケージの活用推進 

     国立特別支援教育総合研究所と連携して開発した「小・中学校等を対象とした特別支援教育に関する研修パッケージ」の活用を推進します。 

 

オ 特別支援教育推進専門員による巡回支援や高等学校拠点校巡回支援による校内支援体制の充実 

 公立小・中学校等に対し特別支援教育推進専門員による巡回支援を実施し、校内支援体制を充実させることで組織的な専門性の向上を図り

ます。また、高等学校拠点校への特別支援教育巡回支援員による継続した定期的な巡回支援により、特別な教育的支援を必要とする生徒への

校内支援体制の充実を図ります。 
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カ 公立小・中学校等、県立高等学校と県立特別支援学校との計画的な人事交流の実施 

 特別支援教育の専門性を有する教員を増やしていく観点から、公立小・中学校等、県立高等学校、県立特別支援学校間の人事交流を積極的

に実施することで、特別支援教育に関する専門性の向上を図ります。 

 

キ 教員志望への動機付けのための教員養成系大学との連携強化 

 特別支援教育への関心を高め、その魅力を伝えるため、教員養成系大学と連携し、大学主催のセミナーや演習に講師を派遣するなど、教員

志望者への動機付けを高める取組を推進します。また、県立特別支援学校において、教員採用選考試験の志願者の増加を図るため、教育実習

の受入れを推進します。さらに、彩の国かがやき教師塾ベーシックコース（大学２年生等対象）における学校でのボランティア体験において、

特別支援学校志願者に対して多様な体験活動を実施するとともに、小・中学校等の志願者に対して、特別支援学級での体験もできるよう受入

校に依頼します。 

 

ク 専門性の高い人材の確保のための特別選考の実施 

     教員採用選考試験において、特別支援教育に関する知識や技能、経験、国家資格の保有を評価します。さらに、埼玉県教育委員会が指定す

る大学からの大学推薦特別選考を実施することにより、専門性の高い人材の確保に取り組みます。 

 

ケ 新規採用者の特別支援教育に関する経験の蓄積 

 多様な教職経験は資質の向上に資することから、意向確認の上、県立特別支援学校への配置や特別支援学級担任としての配置を積極的に進

めます。また、人事異動方針などに基づき、特に経験年数の短い教員には、特別支援教育を含め、多様な経験を積ませるよう人事配置を進め

ます。市町村教育委員会に対しても、こうした人事配置を進めることについて働き掛けます。 

 

⑵ 施策６ 通級による指導、特別支援学級を担当する教員に求められる専門性の向上 

ア 体系的な研修の充実（施策５にも一部記載） 

 県立総合教育センターを中心とした、年次研修や特定研修、学校等からの要請に応じた研修などニーズに応じた体系的な研修を実施し、通

級による指導、特別支援学級を担当する教員の専門性の向上を図ります。 

 

イ 新たに特別支援教育を担当する教員の専門性の向上やフォローアップ体制の充実（施策７にも一部記載） 

 特別支援教育の研修受講歴や経験の少ない教員が安心して特別支援教育を担えるよう、研修機会の確保や研修の内容などを充実させ、フォ

ローアップ体制を整備するとともに、専門性の向上を図ります。 
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ウ オンライン等による研修の実施・拡大 

     各学校の教員が研修に参加しやすくなるよう、オンライン研修の実施機会の拡大など、研修方法の見直しを行います。 

 

エ 全ての教職員が協働した校内の支援体制の充実 

 校長のリーダーシップの下、特別支援教育コーディネーターを中心に、特別支援教育の専門性を組織的に担保・維持していくため、特別支

援学級や通級による指導を担当する教員と校内の全ての教職員が協働した校内支援体制の充実を図ります。 

 

オ 特別支援教育推進専門員による巡回支援の実施（施策８にも一部記載） 

 公立小・中学校等からの要請に応じ、特別支援学校や特別支援学級、通級指導教室における指導・支援の経験を豊富に有する特別支援教育

推進専門員による巡回支援を行います。 

 

カ 免許法認定講習の活用による免許状保有率の向上（施策７にも一部記載） 

 通級による指導や特別支援学級を担当する教員の専門性を向上する観点から、免許法認定講習の受講枠を拡大し、特別支援学校教諭免許状

の保有率の向上を図ります。 

 

キ 担当教員の主体的な学びを支える資料の提供 

「初めて通級による指導を担当する教師のためのガイド」や「特別支援学級ハンドブック」等、国や県の研修情報サイトの活用などによる

資料を提供し、通級による指導や特別支援学級を担当する教員の主体的な学びを推進します。 

 

⑶ 施策７ 県立特別支援学校の教職員に求められる専門性の向上 

ア 新たに特別支援教育を担当する教員の専門性の向上やフォローアップ体制の充実（施策６にも一部記載） 

 新規採用教員や人事異動で初めて特別支援学校に配属された教員など、特別支援教育の研修受講歴や経験の少ない教員が安心して特別支援

教育を担えるようなフォローアップ体制の整備を行います。また、専門性向上を図るため、研修機会を充実させます。 

 

イ 特別支援学校法定研修や年次研修等の充実 

     県立総合教育センターを中心とした、年次研修や特定研修、学校等からの要請に応じた研修などニーズに応じた体系的な研修を実施し、全

ての教員の特別支援教育に関する専門性の向上を図ります。 
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ウ 長期研修や専門研修の推進 

     本県の特別支援教育を推進する指導者を育成するため、長期研修や専門研修への派遣を積極的に行います。 

 

エ 特別支援教育コーディネーター等を対象とした研修の一層の充実（施策５にも一部記載） 

 校内支援体制の整備や特別支援学校におけるセンター的機能を充実させるために重要な役割を担う特別支援教育コーディネーター等を対 

象とした研修を充実させ、専門的な支援を行うことができる人材の育成に努めます。 

 

オ 免許法認定講習の活用による免許状保有率の向上（施策６にも一部記載） 

     県立特別支援学校の教員の専門性を向上する観点から、免許法認定講習の受講枠を拡大し、特別支援学校教諭免許状保有率の向上を図りま

す。 

 

カ 学習指導要領を踏まえた指導・支援の充実 

一人一人に応じた指導の充実、自立と社会参加に向けた教育の充実、学びの連続性の重視など、学習指導要領の趣旨を踏まえた、きめ細か

な指導や支援に取り組むよう授業改善を推進し、個に応じた指導・支援を推進します。その際、校内においてはＯＪＴにより、他の教職員と

連携しながら、学校全体の教職員の専門性の向上を図ります。 

 

キ 自立活動の指導の充実 

 特別支援学校において、自立活動が重要な教育活動であることから、子供の障害の状態や特性を適切に把握し、自立活動の時間における指

導と各教科等の指導との関連性を図るなど、専門性の向上を図ります。 

 

ク 個別の教育支援計画や個別の指導計画を活用した関係機関との連携 

     障害の状況や発達段階に応じて一人一人の成長を支え、能力や可能性を最大限に引き出す教育を行うために、個別の教育支援計画や個別の

指導計画を活用し、子供の成長や教育的ニーズに応じた支援内容などについて、本人・保護者・学校・関係機関が共有できる体制を一層推進

します。 

 

ケ 障害種に応じた専門性や指導力の向上 

(ｱ)   視覚障害教育 

  一人一人の見え方を考慮した教材・教具の開発、授業形態の工夫のほか、通常の学級との交流及び共同学習や、歩行訓練士などの専門

家の活用を通し社会性や集団への参加能力を高めるための指導力の向上を図ります。 
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(ｲ)   聴覚障害教育 

       特別支援学校に在籍する子供の障害の状態が多様化しているため、個々の障害の状態等に応じた指導力の向上を図ります。また、経験

や技術に応じた研修会などを通して、教職員の手話能力の向上を図ります。 

(ｳ)   病弱教育 

 健康の維持・管理、運動制限に応じた学習活動の創意工夫やＩＣＴ活用による疑似体験、学習空白に応じた個別指導や学習内容の精選

が効果的に行えるよう、教員の教科指導の専門性の向上を図ります。 

(ｴ)    肢体不自由教育 

       児童生徒の障害の重度・重複化、多様化へ対応するための知識や専門性のほか、身体の動きや意思の表出等を読み取るといった、一人

一人の教育的ニーズに合わせて指導・支援を行えるよう、指導力の向上を図ります。 

(ｵ)   知的障害教育 

 知的障害の特性を踏まえ、一人一人の教育的ニーズに応じて指導できるよう、教員の専門性の更なる向上を図ります。また、自閉症等

の特性を有する児童生徒に対して、教室環境や活動を分かりやすく示すなど、適切に指導・支援できる力の向上を図ります。 
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３ 目標Ⅲ 教育環境の整備 

    特別な教育的支援を必要とする全ての子供が最適な環境で学ぶための教育環境の整備を進めます。そのため、各学校における合理的配慮の提

供を推進するとともに、通級による指導を担当する教員の適切な配置や特別支援教育支援員及び生活介助支援員の配置など、人的配置の充実を

図ります。さらに、喫緊の課題である知的障害特別支援学校の過密状況の改善など、県立特別支援学校における教育環境の整備を推進します。 

 

⑴ 施策８ 公立小・中学校等における教育環境の整備 

ア 市町村教育委員会が策定した計画の着実な実施 

 市町村教育委員会が策定した特別支援教育の推進に関する計画を踏まえ、教育環境の整備や人材育成のほか、校内支援体制の充実や関係機

関との連携強化などを推進するよう働き掛けます。 

 

イ 通級による指導や特別支援学級の充実 

 通級による指導や特別支援学級に在籍する児童生徒の増加が続いていることから、適切な学びの場を確保し、通級による指導や特別支援学

級の充実を図るよう引き続き市町村教育委員会へ働き掛けます。 

 

ウ 特別支援教育推進専門員による巡回支援の実施（施策６にも一部記載） 

 公立小・中学校等に対して、豊富な経験を有する特別支援教育推進専門員による巡回支援を実施し、通級による指導や特別支援学級を担当

する教員の指導力の向上を図ります。 

 

エ 通級による指導の担当教員の適切な配置 

 「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律」の改正による基礎定数化を踏まえ、通級による指導の担当教員を、

適切に配置します。 

 

オ 巡回型の「通級による指導」の推進 

     特別な教育的支援を必要とする児童生徒が、在籍する学校において通級による指導を受けられるよう、市町村教育委員会に対して、拠点校

から担当教員が訪問するなど、教員の兼務発令を活用した巡回型の指導の推進を働き掛けるとともに、好事例の共有により取組を推進してい

きます。 

 

カ 特別支援教育支援員の確保や配置 

合理的配慮の一環として市町村教育委員会に対して、特別支援教育支援員の確保や配置を働き掛けます。 
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⑵ 施策９ 県立高等学校における教育環境の整備 

ア 通級による指導の導入の推進 

 中学校において、通級による指導を受けている生徒が増加傾向にあることから、中学校からの引継ぎや生徒及び保護者との面談の実施によ

り、生徒の教育的ニーズを適切に把握するとともに、通級による指導を実施する「拠点校」での成果を共有し、高等学校における通級による

指導の導入を推進します。 

 

イ 特別な配慮や支援を必要とする生徒のための校内の支援体制の充実 

 高等学校の通常の学級において、特別な教育的支援を必要とする生徒が一定数在籍していることから、中学校からの引継ぎや生徒及び保護

者との面談の実施により、生徒の教育的ニーズを把握します。また、生徒が適切な支援を受けられるよう、生活介助支援員の配置などの校内

支援体制の整備を推進します。 

 

⑶ 施策１０ 県立特別支援学校における教育環境の整備 

ア 視覚障害特別支援学校 

     学校の要請に応じて歩行訓練師、視能訓練士、点字技能師などの専門家を社会人特別非常勤講師として配置し、障害の状態に応じた専門的

な指導・支援を行うための教育環境の整備を推進します。 

 

イ 聴覚障害特別支援学校 

 音声情報をテキストに置き換えるアプリケーションを適切に活用するなど、音声情報を可視化することで、学習の場における子供への情報

保障の充実を図ります。 

 

ウ 病弱特別支援学校 

     隣接する医療機関や小・中学校等と連携し、学習保障や復学の観点から、インタラクティブホワイトボードなどのＩＣＴ機器の活用を推進

します。 

 

エ 肢体不自由特別支援学校 

     スクールバスの増便、停留所の配置の工夫や運行ルートの見直しなど、引き続き様々な観点から通学時間の短縮に向けた取組を進めます。 
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オ 知的障害特別支援学校 

  埼玉県５か年計画における県南ゾーンを中心に児童生徒数が増加していることから、今後の児童生徒数の推移を踏まえ、様々な方策を検討

し、検討を終えたものから計画的に整備を行います。 

 

 

※ 計画期間中の受入規模の増加は、令和５年度及び令和６年度に開校した高校内分校の年次進行による学年の増加と川口特別支援学校の中央棟の増築によるもの。 

 

地域別の過密状況等 
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新設校として、再編整備後の八潮高等学校の跡地を活用した県東部地域特別支援学校（仮称）及びふじみ野市立東台小学校の跡地を活用し

た県西南部地域特別支援学校（仮称）を整備するため、設計及び工事を行います。 

また、和光南特別支援学校の校舎等を全面改築するため、設計及び工事を行います。 

既に取組を進めている川口特別支援学校の校舎の増築については、中央棟の令和８年度供用及び北棟の令和１０年度供用を目指し、引き続

き工事を進めます。 

 なお、増築工事に伴い、解体した同校のプールについても、今後の教育活動の状況を踏まえ対応を検討していきます。 

 

今後の特別支援学校の整備計画（令和７年３月現在） 

 

これらの整備を進めることにより、将来的には７３４人程度の受入規模の増加を目指します。 

しかしながら、県南ゾーンを中心に今後も児童生徒数の増加が見込まれることから、計画期間終了時点では、引き続き過密な状況となると

考えられます。このような状況から、計画期間終了後についても、児童生徒数の推移を見極めつつ、引き続き特別支援学校の教育環境の改善

について検討を行います。 

 

カ 特別支援学校設置基準及び地域の実態を踏まえた適切な対応 

県立特別支援学校における教育環境の整備を行う際には、特別支援学校設置基準及び地域の実態を踏まえ適切な対応に努めます。 

 

 

整備内容 受入規模 Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ 備考

県東部地域特別支援学校（仮称）
（再編整備後の県立八潮高等学校跡地）

２５０人程度 設計 工事
Ｒ１２開校予定

小・中・高（普通科）

県西南部地域特別支援学校（仮称）
（ふじみ野市立東台小学校跡地）

１５０人程度 設計 工事
Ｒ１１開校予定

小・中・高（普通科）

既存特別支援学校の校舎等改築
（県立和光南特別支援学校）

１６０人程度の増 設計 工事
Ｒ１２校舎供用予定
Ｒ１４全面供用予定

継続
既存特別支援学校の校舎増築
（県立川口特別支援学校）

１７４人程度の増 工事
中央棟
供用予定

Ｒ１０北棟供用予定

新規
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キ 市町村教育委員会との連携 

     埼玉県５か年計画における県南ゾーンを中心とした過密状況への対策を進めるため、児童生徒や保護者に配慮した上で、関係市町村教育委

員会と連携し、情報交換や協議を進めます。また、市町村教育委員会から、市町村立特別支援学校を新たに設置するための相談があった場合

などは、適切な助言等を行います。 

 

⑷ 施策１１ 学校施設のバリアフリー化の推進 

ア 県立学校におけるバリアフリー化の推進 

     県立学校については、これまでも学校を整備する際や建物の大規模改修の際に、バリアフリートイレやスロープ等の整備を行うなど、施設

のバリアフリー化を図ってきました。今後も、障害のある子供が支障なく学ぶことができるよう、学校施設のバリアフリー化を推進します。 

 

イ 市町村立小・中学校等のバリアフリー化に関する市町村への支援 

     市町村立小・中学校等の施設整備は学校設置者である市町村が主体的に取り組むこととなっていることから、国庫補助制度を活用しながら

教育環境の改善を進めていけるよう市町村教育委員会に対して情報提供を行い、市町村立小・中学校等のバリアフリー化を支援します。  
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４ 目標Ⅳ 関係機関の連携強化による切れ目ない支援の充実 

 特別な教育的支援を必要とする全ての子供に対して、就学前から卒業後まで切れ目ない支援を行うため、福祉、医療、就労などの関係機関との

連携強化を推進します。そのため、学校と関係機関による個別の教育支援計画の活用や連携会議の実施を推進するとともに、長期的な視点に立っ

た教育相談・就学相談の実施や学校間での丁寧な引継ぎを推進します。さらに、医療的ケア実施体制の更なる推進により、医療的ケア児とその家

族に対する支援の充実を図ります。 

 

⑴ 施策１２ 就学前の連携 

ア 市町村教育委員会と健康・福祉部局や療育機関等との連携推進 

     特別な教育的支援を必要とする子供やその保護者が、乳幼児期から学齢期、社会参加に至るまで、地域で切れ目なく支援を受けられるよう、

早期から教育と健康・福祉部局や療育機関等との連携を一層深めるよう働き掛けます。 

 

イ 関係機関が集う協議会等による連携体制の構築 

 市町村教育委員会に対して、各市町村の福祉担当窓口などで配布しているサポート手帳の活用について働き掛けるとともに、関係機関が集

う協議会等による連携体制の推進を働き掛けます。 

 

ウ 支援のための相談窓口の周知 

 乳幼児期から学齢期、社会参加に至るまで、将来を見据えた長期的な視点に立ち、十分に情報が提供できるよう、特別な教育的支援を必要

とする子供への支援に係る情報や相談窓口について、保護者に周知するよう、市町村教育委員会に働き掛けます。また、障害のある外国人等

の子供についても、適切な支援を受けることができるよう、支援に係る情報や相談窓口について、保護者に周知するよう、市町村教育委員会

に働き掛けます。 

 

⑵ 施策１３ 在学中の連携 

ア 福祉関係機関等と連携した定期的な連絡会議等の実施 

 放課後等デイサービスなどの障害児通所支援事業所との連携を通して、福祉関係機関と情報や考え方の共有を図り、特別な教育的支援を必

要とする児童生徒の支援の充実を図ります。 

 

イ 就労関係機関等と連携した就労支援の充実 

 特別支援学校におけるキャリア教育では、卒業後を見据えた上で、早期から保護者や身近な教職員以外の大人とコミュニケーションを取る

機会や、自己肯定感を高める経験が重要なため、実際に職業体験を行う機会等を確保するとともに、地域の就労関係機関等と連携した就労支
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援の充実を図ります。 

 

ウ 個別の教育支援計画や個別の指導計画の作成・活用（施策１・２・３にも一部記載） 

 個々の児童生徒に必要な支援が義務教育段階から切れ目なく行われるよう、児童生徒や保護者の意向にも配慮し、個別の教育支援計画や個

別の指導計画の作成・活用を推進します。 

 

エ 中学校と高等学校との情報共有による支援体制の充実（施策３にも一部記載） 

 小・中学校等において、特別支援教育を受けてきた児童生徒の指導や合理的配慮の状況などを、高等学校へ確実に引継ぎを行うことにより、

支援体制の充実を図ります。 

 

オ 特別支援学校におけるセンター的機能の充実 

 特別な教育的支援を必要とする子供への切れ目ない支援体制を整えるため、センター的機能を活用しながら、公立小・中学校等及び県立高

等学校における福祉、医療、就労等の関係機関との連携体制を強化し、地域における支援体制の充実を図ります。 

 

カ 共生社会の形成に向けた支援籍学習や交流及び共同学習の推進（施策２・３・４にも一部記載） 

 誰一人取り残されず、多様な個人それぞれが幸せや生きがいを感じられる共生社会の実現を目指し、障害のある人と障害のない人が相互に

理解を深め、支え合うための心のバリアフリーを育むために、支援籍学習や交流及び共同学習を推進し、特別な教育的支援を必要とする児童

生徒と地域とのつながりを深めます。 

 

キ 長期的な視点に立った教育相談・就学相談の実施 

 就学時に決定した学びの場が固定されないことを踏まえ、長期的な視点に立った教育相談や就学相談を随時行い、その時点での教育的ニー

ズに最も的確に応える指導を提供できる学びの場を適切に選択できるよう、市町村教育委員会及び関係する学校等が連携して、本人・保護者

への支援に努めます。 

 

⑶ 施策１４ 卒業後の連携 

ア 個別の教育支援計画等を活用した就労関係機関への引継ぎの徹底 

 卒業後の職場への定着を図るため、個別の教育支援計画や個別の指導計画を活用し、必要な配慮について、就労関係機関に情報が引き継が

れるよう徹底します。 
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イ 地域の就労関係機関と連携した卒業後の支援体制づくりの推進 

 県立特別支援学校と企業、ハローワーク、障害者就業・生活支援センター等の関係機関が連携し、生徒の就職時及び就職後のアフターケア

などの就労支援の充実を図ります。 

 

ウ 生涯学習につながる学習機会の充実 

 県立特別支援学校に在籍する子供が生涯を通じて教育や文化芸術、スポーツなど、様々な機会に親しむことができるよう、アスリートや芸

術家等の外部講師を招いて授業を実施するなど、在学中から生涯学習につながる学習機会の充実を図ります。 

 

エ 生涯学習ステーションを活用した情報発信 

 卒業後も生涯学習や余暇活動の機会を充実させるため、生涯学習ステーションを通じて社会教育や学習機会に関する講座、イベントなどの

情報発信に努めます。 

 

⑷ 施策１５ 医療的ケアが必要な子供への対応 

ア 県立特別支援学校における医療的ケアの実施体制の充実 

 県立特別支援学校において、医療的ケアを必要とする子供が安心して学校で学べる環境を確保し、一人一人の教育的ニーズに応じた指導が

できるよう、相談医の配置、医療的ケアを担当する教員の育成、看護師の配置などの必要な体制の充実を図ります。 

 

イ 医療的ケア児及びその家族に対する支援の充実 

 「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」を踏まえ、医療的ケア児及びその家族に対する支援を充実させます。 

 

ウ 市町村教育委員会への助言・支援 

 市町村立小・中学校等における医療的ケアの実施体制を充実させるため、市町村教育委員会の要請に応じて助言・支援を行います。 
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第３章 計画の進行管理 

 １ 施策評価の実施 

本計画を着実に進めるため、目標ごとに具体的な指標を設けます。指標を基にＰＤＣＡサイクルによる検証を行うことで、年度ごとに本計画の

進捗管理を行います。 

 

２ 指標一覧 

目標 現状(R5) 目標(R9)

公立幼稚園 90.9% 100%

公立小学校 97.7% 100%

公立中学校 93.0% 100%

公立高等学校 100% 100%

公立幼稚園 91.0% 100%

公立小学校 97.7% 100%

公立中学校 93.8% 100%

公立高等学校 100% 100%

2 515人 760人

3 85.4% 91.5%

4 35.4% 40.0%

5 80.2% 95.0%

- 工事着手

- 工事着手

校舎の改築 - 工事着手

中央棟 工事着手 供用

北棟 設計 竣工

7 54.8% 80.0%

8 67.7% 100%

指標

目標Ⅰ
連続性のある

「多様な学びの場」の充実

1

個別の教育支援計画

個別の指導計画

支援籍学習を支える学校支援ボランティアの登録者数

特別支援学校高等部で一般就労を希望する生徒の就職率

通常の学級における個別の教育支援計画
及び個別の指導計画の作成率

目標Ⅱ
特別支援教育を担う
教職員の専門性向上

特別支援学級における特別支援学校教諭免許状保有率

特別支援学校における特別支援学校教諭免許状保有率

目標Ⅳ
関係機関の連携強化による

切れ目ない支援の充実

福祉関係機関と連携した連絡会議等の実施率

個別の教育支援計画を用いた就労関係機関への引継ぎを行っている割合

県東部地域特別支援学校（仮称）

県西南部地域特別支援学校（仮称）

和光南特別支援学校

川口特別支援学校

新設校の設置

目標Ⅲ
教育環境の整備

6 特別支援学校の整備

校舎の増築


